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伊勢志摩サミット等開催に伴う警備協力について 

 

本年 5 月の伊勢志摩サミット首脳会議（首脳会談：5 月 26 日及び 5 月 27 日）

開催に際しては、参加国要人が来日する予定であるが、我が国に対する国際テロ

の脅威が現実のものとなっているほか、サイバー攻撃やドローン等無人航空機を

使用したテロ等の対応が重要な課題となっていることに加え、極左暴力集団や右

翼による「テロ、ゲリラ」事件等の発生を未然に防止するために万全の対策を講

じる必要がある。 

さらに、昨年 11 月にフランス・パリにおいて発生した同時多発テロ事件では、

スタジアムや劇場等が標的となって多数の犠牲者が発生したところであり、いわ

ゆる「ソフトターゲット」への対策の重要性が改めて認識されている。 

 

航空保安対策については、従来よりその厳格な実施を指示しているところであ

るが、大臣官房危機管理・運輸安全政策審議官から別添（平成 28 年 2 月 12 日付

け国官危管第 16 号）のとおり通知があった。 

これを受け、特に首脳会議開催中においては、保安対策に万全を期す必要があ

ることから、5月 25日から 5月 28 日までの間は特別警戒期間として定めたので、 

別添の趣旨を踏まえ、これに関連する下記の事項について、首脳会議、閣僚会議

で使用される空港をはじめ、その他すべての空港等においても管轄する警備当局

と十分な調整を図りつつ、徹底するとともに保安対策について特に万全を期され

たい。 

なお、特別警戒期間については、今後の情勢により変更があり得ることを申し

添える。 

 

別添：「伊勢志摩サミット等開催に伴う警備協力について」 

（平成 28 年 2 月 12 日付け国官危管第 16 号）                   

 
 

記 
 

 



 １ 首脳会議・関係閣僚会合（以下「サミット等」という。）関連情報及び不

審者等情報の警察への通報連絡の徹底を指導すること。  

 

 ２ 小型航空機に対する管理強化の指導及びサミット等開催場所周辺における

飛行自粛要請 

○小型航空機の飛行自粛等について、警察当局から要請があった場合は、適 
切に対処すること。 

○小型航空機及びヘリにおけるナイフ、爆発物等の危険物の持ち込み防止 
並びに機体管理の徹底を図るよう周知すること。 

 

 

 

※ 閣僚会議の開催については以下のとおり。 

【関係閣僚会合】 

外務大臣会合（広島県広島市、4 月 10 日及び 11 日） 

農業大臣会合（新潟県新潟市、4 月 23 日及び 24 日） 

情報通信大臣会合（香川県高松市、4 月 29 日及び 30 日） 

エネルギー大臣会合（福岡県北九州市、5 月 1 日及び 2 日） 

教育大臣会合（岡山県倉敷市、5 月 14 日及び 15 日） 

環境大臣会合（富山県富山市、5 月 15 日及び 16 日） 

科学技術大臣会合（茨城県つくば市、5 月 15 日から 17 日までの間） 

財務大臣・中央銀行総裁会議（宮城県仙台市、5 月 20 日及び 21 日） 

保健大臣会合（兵庫県神戸市、9 月 11 日及び 12 日） 

交通大臣会合（長野県軽井沢町、9 月 24 日及び 25 日） 
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